
都道府県医師会

担当理事殿

今般、厚生労働省において、標記マニュアル(令和3年度版)が策定され、同省ホームペ

令和3年度版死亡診断書(死体検案書)記入マニュアルについて

ージ(http://WWW.mhlw.go.jp/toukovmonual/)に公開された旨、都道府県衛生主管部(局)

宛てに通知されるとともに、本会に対して情報提供がありました。

(法安 24)

令和3年4月27日

つきましては、貴会におかれましてもご了知いただき、管下医師会および会員に対し周

知いただきますようご高配のほどお願い申しあげます。

日本医師会

常任理事渡辺弘司

(公印省略)

なお、同マニュアノレの令和2年度版からの主な変更点として、

死亡診断書(死体検案書)の押印廃止(令和2年厚生労働省令第208号)に伴う様式及

び作成に当たっての留意事項の変更(本マニュアル4、 8、20頁参照)、

及び出生証明書の押印廃止(令和2年法務省厚生労働省令第8号)に伴う様式及び作成

に当たっての留意事項の変更(本マニュアル30、33頁参照)、

が挙げられておりますことを申し添えます。



各都道府県衛生主管部(局)御中

死亡診断書(死体検案書)の記入につきましては、日頃から特段の御配慮を賜り厚くぉ礼

申し上げます。

令和3年度版死亡診断書(死体検案書)記入マニュアルにっいて

厚生労働省においては、医師・歯科医師が、死亡診断書(死体検案書)を記入する際の参

考にしていただくために、毎年「死亡診断書(死体検案書)記入マニュアノレ」を策定してお

ります。今般、令和3年度版マニュアルを以下のUNに公開いたしましたので御了知の上、

貴管下保健所、保健所設置市(特別区を含む。)、関係機関等に対して周知願います。

令和

事

3年

務
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厚生労働省

医政局医事課

政策需舘付参事討人口難・保餅絵繊控

また、主な変更箇所は、本マニュアル4、 8、20頁の死亡診断書(死体検案書)の押印廃

止(令和2年厚生労働省令第 208 号)に伴う、様式及び作成に当たっての留意事項の変更

(本変更に係る当面の取扱いについては、令和3年1月6日付け事務連絡を参照してくださ

い。)及び本マニュアル30、33頁の出生証明書の押印廃止(令和2年法務省厚生労働省令

第8号)1.こ伴う、様式及び作成に当たっての留意事項の変更となります。

なお、添付のとおり、本事務連絡の写しを別記関係団体宛て送付することを申し添えま

す。
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絡

htt s://ⅧⅧ. mhlw 0 /toukei/manual
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